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税務訴訟資料 徴収関係判決 令和３年判決分（順号２０２１－３） 

大阪地方裁判所堺支部 平成●●年（○○）第●●号 差押債権取立請求事件 

国側当事者・国 

令和３年２月８日一部認容・棄却・確定 

判    決 

原告          国 

同代表者法務大臣    上川 陽子 

同指定代理人      市谷 諭史 

同           井上 裕貴 

同           田中 久恵 

同           美馬本 進 

同           玉田 妙子 

ほか 

被告          Ｙ株式会社 

同代表者代表取締役   Ａ 

同訴訟代理人弁護士   中 紀人 

同           橋本 芳則 

同           森本 純 

同           安井 祐一郎 

同           加藤 卓 

ほか 

主    文 

１ 被告は、原告に対し、１７０７万７１１７円及びこれに対する平成３０年６月２０日から支払

済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は、これを５分し、その２を原告の負担とし、その余を被告の負担とする。 

４ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。 

事実及び理由 

第１ 請求 

被告は、原告に対し、２８７７万２６００円及びこれに対する平成３０年６月２０日から支

払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は、株式会社Ｂ（以下「Ｂ」という。）に対して租税債権を有する原告が、Ｂの被告に

対する請負代金債権（以下「本件請負債権」という。）を差し押さえた上、被告に対し、国税

徴収法６７条１項規定の取立権に基づき、本件請負債権及びこれに対する債権差押通知書が被

告に送達された日の翌日である平成３０年６月２０日から支払済みまで平成２９年法律４５号
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による改正前の商法５１４条に基づく商事法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求

める事案である。 

１ 前提となる事実（当事者間に争いがないか、当裁判所に顕著な事実か、証拠により容易に認

められる。） 

（１）Ｂと被告間の請負代金債権（本件請負債権） 

ア 被告とＢは、平成１８年頃、要旨以下の内容で、Ｂが金属製品の加工等の仕事を完成し、

被告がその代金を支払う旨の請負契約を締結した（以下「本件請負契約」という。） 

（ア）仕事（請負の目的） 重機部品の製造・加工 

（イ）代金 覚書（甲８）に基づく出来高により算出する。 

（ウ）代金支払方法 Ｂが、毎月１５日締切りの請求書を毎月２０日までに被告に提出し、

被告は、翌月５日に銀行振込みにより滞納会社に支払う。 

イ Ｂは、本件請負契約に基づき、平成２８年３月１６日から同年１０月３１日までの間、

金属製品加工等の仕事を行い、完成品を被告に引き渡した。 

ウ この結果、Ｂの被告に対する請負代金債権は、別紙１「請負代金債権目録」記載のとお

り、９３７６万２６００円となり、弁済額６４９９万円を控除した残額は２８７７万２６

００円となる。 

（甲５の１・２、乙１２） 

（２）租税債権 

原告は、Ｂに対し、平成３１年１月１１日時点で別紙２「租税債権目録２」記載の租税債

権を有している（以下「本件租税債権」という。なお、平成３０年６月１９日時点での本件

租税債権は、別紙３「租税債権目録１」記載のとおりである。）。 

原告は、本件租税債権を徴収するため、平成３０年６月１９日、国税徴収法４７条１項１

号、６２条１項及び３項の規定に基づき、Ｂが被告に対して有する本件請負債権を差し押さ

え、債権差押通知書は、同日、被告に送達された。 

（３）被告の元帳（立替金）（以下「本件元帳」という。） 

本件元帳の内容は別紙４記載のとおりである。 

（４）相殺の意思表示 

被告は、令和元年５月２７日の本件弁論準備手続期日において、Ｂに対する立替金債権

（立替金債権の有無・内容については後記のとおり当事者間に争いがある。）をもって、本

件租税債権とその対当額において相殺するとの意思表示をした。（当裁判所に顕著な事実） 

２ 争点及びこれについての当事者の主張 

（１）権利濫用・信義則違反（被告は、本件請負債権の実態に照らして原告が本件請負債権を請

求することは不当であると主張していることから、権利濫用又は信義則違反の主張をするも

のと善解する。） 

（被告の主張） 

ア 本件請負債権は、形式的にはＢが被告に対して有する請負報酬債権ではあるが、その実

態は、Ｂの役員が高額な報酬を得るための不当な売掛金の残金である。 

イ すなわち、Ｃ（Ｂの元代表者。以下「Ｃ」という。）及びＡ（被告代表者）は、平成１

４年当時、いずれも被告で勤務していたが、父親であるＤがいつまでも同じ会社に勤務す

ることを良しとせず、将来的には別会社を設立し、異なる事業を行うべきと考えていた。
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そこで、Ｂを設立し、Ｃが同社を経営することとなった。その際、Ｂに被告の従業員の一

部を移籍させ、被告からＢに対する業務委託の方式をとることとした。 

Ｄが平成１７年８月に死亡後、Ｃは被告に対するＢの業務委託報酬を一方的に増額して

請求し、その報酬は異常な高額となった。 

被告代表者は異議を唱えたが、Ｃから、値上げを拒否するのであればＢの従業員全員を

引き上げると脅されたため、値上げを拒否することはできなかった。 

このようにＢが一方的な値上げを強行した理由は、Ｃら役員が高額な役員報酬を取得し、

浪費をするためであった。他方、被告代表者の報酬はわずか４５０万円であった。 

被告は、増額された後も請負代金の支払を続けてきたが、経営悪化に伴い、平成２８年

頃からは、Ｂが請求する請負代金のうち合理的な部分のみを支払うこととした。残りの部

分は、Ｂの役員が高額な報酬を得るために一方的に値上げした部分である。 

ウ 以上のとおり、本件請負債権は、不当な手続によってされた値上げの残滓であり、その

実在性は疑わしく、これを請求することは不当である。 

（原告の主張） 

被告の主張は否認ないし争う。 

（２）弁済の可否 

（被告の主張） 

ア 各種支払について（別紙４関係） 

被告は、Ｂから依頼を受け、次のとおり支払った。 

（ア）平成２８年１１月１日 「９／３０ Ｂ」              ２００万円 

被告は、Ｂに対し、平成２８年９月３０日に買掛金として３１０万円を支払った。し

かしながら、堺東年金事務所から滞納保険料につき平成２８年９月５日付け差押予告通

知がされ、同年１０月３１日付け差押えがされていたため、同年１１月１日付けで買掛

金として処理すると、上記差押えとの関係で問題が懸念されたため、同日付で立替金と

して処理したものである。 

（イ）ａ 同月１１日 「Ｂ Ｅ会計・Ｆ労務・Ｇ病院」       ２８万０９２２円 

ｂ 同年１２月５日 「Ｂ Ｅ会計・Ｆ労務」          ９万２２４２円 

ｃ 同月３０日 「Ｂ Ｈ司法書士」             １５万１６１８円 

被告は、Ｂの税理士事務所、社会保険労務士事務所、病院、司法書士事務所に対して、

Ｂが負担していた顧問料、従業員の健康診断に関する費用、登記費用等を支払った。 

（ウ）ａ 同年１１月１５日 「Ｂ 給料」            ６９２万９３３９円 

ｂ 同年１２月１５日 「Ｂ 給料」            ３８８万６０６１円 

被告は、平成２８年１１月１日からＢの従業員全員を引き受けることとなった。その

際、Ｂは同年１０月末日までの給与を支払う必要があったが、Ｂに資金がないとのこと

であったため、やむなく同期間中の給与を支払った。 

（エ）ａ 同年１１月３０日 「Ｂ Ｉ」                 １００万円 

ｂ 同年１２月３０日 「Ｂ Ｉ」                  ５７万円 

ｃ 同日 「Ｂ Ｉ」                       １００万円 

ｄ 同日 「Ｂ Ｃ」                        ２３万円 

被告は、Ｂに資金がないとのことであったため、Ｂに懇願され、やむなくＢの必要な
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費用（買掛金の支払、役員の生活費相当分の給与等）を支払った。 

（オ）ａ 平成２９年２月７日 「Ｂ Ｅ会計事務所」         ３万３２４４円 

ｂ 同月２８日 「Ｂ Ｅ会計事務所」            ２７万１６３７円 

ｃ 同日 「Ｂ Ｈ」                         ３万円 

上記（イ）と同旨。 

（カ）同年３月６日 「Ｂ ●●カード」              １５万１５８０円 

被告は、本来はＢが負担すべきＢの代表者の福利厚生に関する費用である、Ｃが岐阜

県高山市の病院に入院した際の宿泊費等を支払った。 

（キ）同年５月１０日 「Ｂ 源泉所得税」              ２万０４２０円 

被告は、Ｂに代わって源泉所得税を納付した。 

イ 上記各支払は、被告からＢに対する本件請負債権の弁済と評価することができる。 

（原告の主張） 

ア 各種支払について（別紙４関係） 

（ア）平成２８年１１月１日 「９／３０ Ｂ」              ２００万円 

被告名義の口座の当座勘定照合表（乙１）には平成２８年９月３０日に２００万円が

出金された旨が記載されているのみであって、これをＢに交付したとは認められない。

また、買掛金として支払ったのであれば、台帳にその旨記帳されているはずであるが、

そのような記載は存在しない。さらに、他の支払はほとんど振込みにより行われている

にもかかわらず、上記２００万円の支払のみを現金で行ったのは不自然である。加えて、

平成２８年９月３０日にＢに対する未払の買掛金として支払ったものを、同年１１月１

日にＢに対する立替金に振り替えたとの主張自体不自然である。 

（イ）ａ 同月１１日 「Ｂ Ｅ会計・Ｆ労務・Ｇ病院」       ２８万０９２２円 

ｂ 同年１２月５日 「Ｂ Ｅ会計・Ｆ労務」          ９万２２４２円 

ｃ 同月３０日 「Ｂ Ｈ司法書士」             １５万１６１８円 

証拠（乙２の１～３）をみても、被告が一定の金額を振り込んだ事実しか読み取るこ

とはできず、Ｂがいかなる債務を負っていたのか明らかでない。被告代表者は、平成３

０年９月１３日に行われた富田林税務署財務事務官による質問応答において、「Ｈ司法

書士と記載した１２．３０借方１５１，６１８円の箇所は、支払を証明できる書類がな

く、支払った経緯は分かりませんし、記憶にもありません。」と述べ（甲１２）、被告

の主張と整合しない。振込金額と本件元帳での金額も一致しない。 

（ウ）ａ 同年１１月１５日 「Ｂ 給料」            ６９２万９３３９円 

ｂ 同年１２月１５日 「Ｂ 給料」            ３８８万６０６１円 

証拠（乙３の１・２）をみても、被告が一定の金額を振り込んだ事実しか読み取るこ

とはできず、本件元帳の記載をみても、Ｂがいかなる債務を負っていたのか明らかでな

い。また、上記証拠は、いずれも振込前に出力された帳票であるから、これをもって振

込みが行われたと認められない。 

（エ）ａ 同年１１月３０日 「Ｂ Ｉ」                 １００万円 

ｂ 同年１２月３０日 「Ｂ Ｉ」                  ５７万円 

ｃ 同日 「Ｂ Ｉ」                       １００万円 

ｄ 同日 「Ｂ Ｃ」                        ２３万円 
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上記金員はいずれも被告自身のＩらに対する借入金を返済したものにすぎない。仮に

そうでないとしても、Ｉらに対する生活費の援助（贈与）である可能性が高い。被告代

表者は、平成３０年９月１３日に行われた富田林税務署財務事務官による質問応答にお

いて、「普段から両者とＹが金銭の貸し借りをしていたことがありまして、その借入金

の返済分であり、現金で交付しており、立替金ではありません。」と述べている（甲１

２）。したがって、Ｂに対する求償権は発生しない。 

（オ）ａ 平成２９年２月７日 「Ｂ Ｅ会計事務所」         ３万３２４４円 

ｂ 同月２８日 「Ｂ Ｅ会計事務所」            ２７万１６３７円 

ｃ 同日 「Ｂ Ｈ」                         ３万円 

証拠（乙４の１・２）をみても、被告が一定の金額を振り込んだ事実しか読み取るこ

とはできず、本件元帳の記載をみても、Ｂがいかなる債務を負っていたのか明らかでな

い。被告代表者は、平成３０年９月１３日に行われた富田林税務署財務事務官による質

問応答において、Ｂ（Ｈ）に係る３万円について、「支払を証明できる書類がなく、支

払った経緯は分かりませんし、記憶にもありません。」と述べている（甲１２）。また

上記証拠は、いずれも振込前に出力された帳票であるから、これをもって振込みが行わ

れたと認められない。 

（カ）同年３月６日 「Ｂ ●●カード」              １５万１５８０円 

証拠（乙５）のみではＢの負担する費用の支払のためにされたのか明らかでない。ま

た、Ｂは経営難のため平成２８年１１月頃には事業を停止したものと認められるところ、

被告主張の費用がＢに必要な経費とはいえない。 

（キ）同年５月１０日 「Ｂ 源泉所得税」              ２万０４２０円 

平成２９年５月１０日にＢが納付すべき源泉所得税２万０４２０円が納付されている

が、被告がこの立替払をしたか明らかでない。本件元帳に事実と異なる記載がされてい

るから、これに記載があることをもって、被告がＢのために立替払したと認めることは

できない。 

イ 仮に被告がＢに対して上記アの各金員を支払っていたとしても、各支払前の平成２８年

１０月３１日に堺東年金事務所により本件請負債権が差し押さえられ、被告とＢとの間で

弁済等が禁止されている状態にあり、被告及びＢはこれを認識していたのであるから、被

告とＢ間の立替払を本件請負債権の弁済と評価する余地はない。 

ウ 仮に被告がＢに対して上記アの各金員を支払っていたとしても、少なくとも本件請負債

権のうち１２１２万５５３７円については何ら抗弁が付着していないことから、本件請負

債権全額の支払を拒む理由にはならない。 

（３）相殺の可否（自働債権である立替金債権の有無・内容） 

（被告の主張） 

ア 上記（２）被告の主張アと同じ。 

イ 上記支払は、被告がＢに代わって立て替えたものである。 

（原告の主張） 

被告の主張は否認ないし争う。詳細は上記（２）原告の主張と同じ。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（権利濫用・信義則違反）について 
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（１）各掲記の証拠等によれば、以下の事実が認められる。 

ア 被告とＢ間において、平成２８年４月２８日、製品加工等請負契約公正証書が作成され

た（以下「本件公正証書」という。）。 

本件公正証書１２条（請負代金）１項には、「本件請負業務に対する請負代金は、各請

負業務内容による単価と製造・加工部品の合格個数によって定まる。なお、上記単価の算

定に当たっては、甲・乙間で別途定めた「覚書」に基づき、請負業務に係わった稼働人数

と稼働時間を基礎とする出来高をもって算出する。」と記載されている。（甲５の１、７、

８、丙２、３、１９、被告代表者２５頁） 

イ Ｂは、被告に対し、平成２８年４月から同年１０月まで、別紙１「請負代金債権目録」

記載のとおり記載した各請求書（以下「本件各請求書」という。）を送付した。被告がＢ

に対し、本件各請求書の交付を受けた際、その都度、本件各請求書の内容に誤りがあるこ

とを個別に指摘した事情は窺われない。（甲９、丙４、１９、被告代表者２３頁） 

ウ 平成２８年６月２８日、被告本社において被告のメインバンクであるＪ銀行が出席する

会議が開催され、Ｃ、Ｂの代理人弁護士、被告代表者、当時被告を支援していた株式会社

Ｋ（Ｋ）の担当者、被告の債権者であるＬ有限責任組合の組合員であるＭ株式会社の担当

者が出席した。このとき、Ｂ側から被告側に対し、本件請負契約に基づく請負代金を支払

うよう求めたところ、被告側は、具体的な支払方法を示さなかったが、請負代金を支払わ

なければならないことを拒否する態度を示すことはなかった。（乙１８、丙１６、１９、

証人Ｃ７頁、被告代表者２４～２５頁） 

エ その後、被告とＢの経営統合の話が進められ、平成２８年９月８日までに、被告がＢに

対し、未払請負代金を、毎月５日、１０日及び末日に月額合計４３０万円の分割払する方

法で支払うとの案を提案した。これに対し、Ｂは、月額合計５００万円の支払を提案し、

その内容で合意書の作成に着手した。結局、上記合意書は完成せず、堺東年金事務所の同

年９月５日付け差押予告通知等がされたことから、上記合意書に基づく支払はされなかっ

た。（乙１８、丙９、１０、１６、１９、証人Ｃ９頁） 

オ 被告代表者は、平成３０年５月３０日に行われた富田林税務署財務事務官による質問応

答において、未払の本件請負債権があることを認める回答をした。（甲５の１・２） 

（２）上記（１）の事実を総合すると、被告は、Ｂから本件各請求書の交付を受け取った平成２

８年４月から同年１０月まではもちろん、その後本件請負債権の内容を検討できる機会にお

いても、本件請負債権の存在や金額に異議を申し立てておらず、本件請負債権が存在したこ

とを前提としていたといえる。仮に本件請負債権がＢの役員の高額な報酬を賄うための不当

な売掛金であったとすれば、被告は、本件公正証書作成時から、報酬の金額の定め方に異議

を申し述べるはずであると考えられるのに、そのような言動をしていない。一方で、被告は、

本件訴訟に至って、前記第２の２（１）被告の主張のとおり、本件請負債権の実在性を否定

する主張をし、上記主張に沿った陳述（乙１１）・供述をするのみであって、他に被告の上

記主張を裏付ける客観的な証拠もない。さらに、被告はＢの役員の報酬の高さを示すという

証拠（乙１９～２１。枝番号を含む。被告代表者３～７頁）を提出等するが、上記認定判断

に照らせば、これらの証拠のみでは、原告による本件請負債権の請求が不当であるというこ

とはできない。 

（３）したがって、本件請負債権の存在に疑問を持つべき事情はなく、原告の請求が権利濫用又
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は信義則に反すると認めることは困難である。 

２ 争点（２）（弁済の可否）について 

（１）各種支払について（別紙４関係） 

ア 平成２８年１１月１日 「９／３０ Ｂ」              ２００万円 

前提となる事実（３）及び証拠（甲１２・３頁、乙１、１１）によれば、平成２８年

９月３０日に被告名義の当座預金口座から２００万円が引き出されたこと、本件元帳の

平成２８年１１月１日欄に「９／３０ Ｂ」として借方に２００万円が記載されている

こと、被告代表者は、平成３０年９月１３日に行われた富田林税務署財務事務官による

質問応答において、「９／３０Ｂ１１．１借方２，０００，０００円の箇所は、当初は

Ｙにおいて平成２８年９月３０日にＢに対する未払金として支払っていたものであり、

後にＢの社長から決算書等を受領し、Ｂの未収金額とＹのＢに係る未払金額とを突合し

たところ、金額に相違があったことから、これについてＹの税務代理人（中略）に調査

を依頼した結果、立替金勘定に計上し直したものです。」と回答したことが認められる。

しかしながら、証拠（甲５の２・１～７頁、甲１２の７～１３頁）によれば、従前、被

告はＢに対し、振込又は支払手形により支払をしていたものであり、現金を交付して請

負代金を支払っていた事情は窺われないし、Ｂが現金を受領した領収証等の証拠もない。

また、証拠（乙１）によれば、被告が支払ったという平成２８年９月３０日に、同じ被

告名義の当座預金口座からＢに対し１１０万円が振り込まれているのに、２００万円を

引き出し、これをＢに現金を交付する方法で支払う合理的な理由も見当たらない。した

がって、被告がＢに２００万円を支払ったとは認められず、この点に関する被告の主張

は理由がない。 

イ（ア）同年１１月１１日 「Ｂ Ｅ会計・Ｆ労務・Ｇ病院」    ２８万０９２２円 

（イ）同年１２月５日 「Ｂ Ｅ会計・Ｆ労務」          ９万２２４２円 

（ウ）同月３０日 「Ｂ Ｈ司法書士」             １５万１６１８円 

前提となる事実（３）及び証拠（甲１２・３頁、乙２の１～３、７、８、１１）及び

弁論の全趣旨によれば、被告名義の普通預金口座から、平成２８年１１月１１日にＥ、

Ｆ及びＧリジチョウに合計２７万９６２６円が振り込まれたこと、この振込手数料は１

２９６円であったこと、被告名義の当座預金口座から、同年１２月６日頃にＦ及びＥに

９万１２７０円が振り込まれたこと、この振込手数料は９７２円であったこと、被告名

義の預金口座から、同月３０日頃にＨに１５万１６１８円が振り込まれたこと、Ｂは、

Ｅ会計事務所、Ｆ社会保険労務士、Ｇ病院、Ｈ司法書士に対し各報酬を支払わなければ

ならなかったこと、本件元帳の平成２８年１１月１１日欄に「Ｂ Ｅ会計・Ｆ労務・Ｇ

病院」として借方に２８万０９２２円が、同年１２月５日欄に「Ｂ（Ｅ・Ｆ）Ｅ会計・

Ｆ労務」として借方に９万２２４２円が、同月３０日欄に「Ｂ（Ｈ）」として借方に１

５万１６１８円が、それぞれ記載されていること、被告代表者は、平成３０年９月１３

日に行われた富田林税務署財務事務官による質問応答において、「Ｅ会計、Ｆ労務、Ｇ

病院と記載した１１．１１借方２８０，９２２円とＥ会計、Ｆ労務１２．５借方９２，

２４２円の箇所は、Ｂの当時の顧問税理士であるＥ税理士及びＦ社会保険労務士に対す

る報酬支払、Ｇ病院への健康診断に係る支払です。」「Ｈ司法書士と記載した１２．３

０借方１５１，６１８円の箇所は、支払を証明できる書類がなく、支払った経緯は分か
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りませんし、記憶にもありません。」と述べたことが認められる。 

以上の事実を総合すると、上記平成２８年１２月３０日の支払の証拠もあることから、

全て被告がＢの費用を支払ったと認められる。 

ウ（ア）同年１１月１５日 「Ｂ 給料」             ６９２万９３３９円 

（イ）同年１２月１５日 「Ｂ 給料」             ３８８万６０６１円 

前記１（１）エのとおり、被告とＢとの間で経営統合の話が進められていたものであ

る。また、証拠（乙１１、１８、証人Ｃ１０、２０、２１、３２～３７頁、被告代表者

１０、１５、１６頁）によれば、Ｂでは、従業員の給料につき、毎月１５日締めで翌月

１５日支払と定められていたこと、Ｂは平成２８年１０月末日まで従業員を雇用してい

たが、同月分の給料を従業員に支払わなかったこと、このため、経営統合によりＢの従

業員を引き継いだ被告が、本来はＢが従業員に対して支払うべき同月分の給料をＢに代

わって支払ったことが認められる。さらに、前提となる事実（３）及び証拠（甲１２・

２頁、乙３の１・２、９の１・２、１１、証人Ｃ３３頁）によれば、被告名義の当座預

金口座から、平成２８年１１月１５日にＮほかＢの従業員に合計６９２万９３３９円が

振り込まれたこと、同口座から、同年１２月１５日に、ＮほかＢの従業員に合計３８８

万６０６１円が振り込まれたこと、本件元帳の平成２８年１１月１５日欄に「Ｂ 給

料」として借方に６９２万９３３９円が、同年１２月１５日欄に「Ｂ 給料」として借

方３８８万６０６１円が、それぞれ記載されていること、被告代表者は、平成３０年９

月１３日に行われた富田林税務署財務事務官による質問応答において、「給料と記載し

たものは、１１．１５借方６，９２９，３３９円及び１２．１５借方３，８８６，０６

１円の２箇所で、Ｂの従業員に対する未払賃金を支払ったものです。」と述べたことが

認められる。 

以上の事実を総合すると、全て被告がＢの費用を支払ったと認められる。 

エ（ア）平成２８年１１月３０日 「Ｂ Ｉ」               １００万円 

（イ）同年１２月３０日 「Ｂ Ｉ」                   ５７万円 

（ウ）同日 「Ｂ Ｉ」                        １００万円 

（エ）同日 「Ｂ Ｃ」                         ２３万円 

前提となる事実（３）及び証拠（甲１２・３頁、乙１１）によれば、本件元帳の平成

２８年１２月３０日欄に「Ｂ Ｉ」として借方に５７万円が、同日欄に同様の記載がさ

れ借方に１００万円が、同日欄に「Ｂ Ｃ」として借方に２３万円が、それぞれ記載さ

れていること、被告代表者は、平成３０年９月１３日に行われた富田林税務署財務事務

官による質問応答において、「実の姉であるＩやＢの社長であるＣの個人名を記載した

１１．３０借方１，０００，０００円、１２．３０借方５７０，０００円、１２．３０

借方１，０００，０００円及び１２．３０借方２３０，０００円の箇所については、普

段から両者とＹが金銭の貸し借りをしていたことがありまして、その借入金の返済分で

あり、現金で交付しており、立替金ではありません。」「Ⅰから，交付した現金の使途

について、Ｂの経費の支払に充てたという話があったので、Ｂの立替金勘定に計上した

ものです。」と述べたことが認められる。 

これらの事実を総合すると、仮に被告が上記金額を支出したとしても、Ｂに対して支

払をしたとは認められない。 
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オ（ア）平成２９年２月７日 「Ｂ Ｅ会計事務所」          ３万３２４４円 

（イ）同月２８日 「Ｂ Ｅ会計事務所」             ２７万１６３７円 

（ウ）同日 「Ｂ Ｈ」                          ３万円 

前提となる事実（３）及び証拠（甲１２・３頁、乙４の１・２、７、８、１０、１

１）及び弁論の全趣旨によれば、被告名義の普通預金口座から、平成２９年２月７日に

Ｅに３万２５９６円が振り込まれたこと、この振込手数料は６４８円であったこと、被

告名義の当座預金口座から、同月２８日にＥカイケイジムショ Ｅに２７万１６３７円

が、Ｈに３万円が、それぞれ振り込まれたこと、Ｂは、Ｅ会計事務所、Ｈ司法書士に対

し各報酬を支払わなければならなかったこと、本件元帳の平成２９年２月７日欄及び同

月２８日欄にそれぞれ「Ｂ（Ｅ会計事務所）」として借方にそれぞれ３万３２４４円、

２７万１６３７円が記載されていること、被告代表者は、平成３０年９月１３日に行わ

れた富田林税務署財務事務官による質問応答において、「Ｂ （Ｅ会計事務所）２．７

借方３３，２４４円及び２．２８借方２７１，６３７円の箇所は、Ｂの当時の顧問税理

士であるＥ税理士への報酬です。」「Ｂ（Ｈ）２．２８借方３０，０００円の箇所は、

支払を証明できる書類がなく、支払った経緯は分かりませんし、記憶にもありませ

ん。」と回答したことが認められる。 

以上の事実を総合すると、上記平成２９年２月２８日の３万円の支払の証拠もあるこ

とから、全て被告がＢの費用を支払ったと認められる。 

カ 同年３月６日 「Ｂ ●●カード」               １５万１５８０円   

前提となる事実（３）及び証拠（甲１２・３頁、乙５、１１、証人Ｃ１１、１２頁）に

よれば、被告名義の●●カードにより、平成２９年１月１６日利用分、同月２４日利用分、

同月２６日利用分及び同年２月６日利用分（ホテル●●等）として、合計１５万１５８０

円が引き落されたこと、これらの費用は、Ｃが岐阜県高山市の病院に入院した際の費用で

あったこと、本件元帳の平成２９年３月６日欄に「Ｂ（●●カード）」として借方に１５

万１５８０円が記載されていること、被告代表者は、平成３０年９月１３日に行われた富

田林税務署財務事務官による質問応答において、「Ｂ（●●カード）３．６借方１５１，

５８０円の箇所は、書類が残っておらず、分かりませんし、記憶にもないです。」と述べ

たことが認められる。 

これらの事実を総合すると、被告がＣの入院した際の費用を支払ったと認められるが、

ＢがＣに対して同金額の福利厚生費用を支払わなければならない理由を認めるに足りる証

拠はないことから、被告がＢに対して支払をしたとは認められない。 

キ 平成２９年５月１０日 「Ｂ 源泉所得税」            ２万０４２０円 

平成２９年５月１０日にＢが納付すべき源泉所得税２万０４２０円が納付されたことは

当事者間に争いがなく（原告第２準備書面第２の２（７）イ参照）、証拠（甲１２・３頁、

乙１１）によれば、被告代表者は、平成３０年９月１３日に行われた富田林税務署財務事

務官による質問応答において、「Ｂ （源泉所得税）５．１０借方２０，４２０円の箇所

は、Ｂの名義で従業員分の源泉所得税を納付したと思うのですが、証明できるものはあり

ません。おそらく領収証はＥ会計事務所がもっていると思います。」と回答したことが認

められる。 

以上の事実を総合すると、被告がＢの費用を支払ったと認められる。 
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（２）上記（１）の認定に対し、被告はるる主張するが、上記認定した部分以上に被告がＢに支

払ったと認めるに足りる的確な証拠はないから、これを採用することはできない。 

（３）上記（１）の認定に対し、原告は、前記第２の２（２）原告の主張アのとおりるる主張す

る。しかしながら、平成３０年９月１３日に行われた富田林税務署財務事務官による質問応

答での被告代表者の陳述は、本件訴訟に提出された全ての証拠を確認した上で行われたもの

ではなく、限られた証拠を前提に記憶の限度でなされたものと推認することができるから、

供述にあいまいな部分が含まれていたとしてもやむを得ず、被告の主張の信用性を弾劾する

ものとはいえない。また、原告は、前記（１）イ、ウ、オ及びキの各支払につき、証拠によ

っても債務の内容が明らかでないとか、実際に振込みが行われたとは認められないなどと主

張するが、Ｃの証言によれば、被告がＢのためにこれらの支払をしたことは明らかであるし、

各証拠は支払の事実を十分に推認するものといえる。したがって、この点についての原告の

主張は理由がない。 

さらに、原告は、前記第２の２（２）原告の主張イのとおり、平成２８年１０月３１日に

堺東年金事務所による差押えにより被告とＢとの間で弁済等が禁止されていたと主張する。

確かに、平成２８年１０月３１日付けで堺東年金事務所から滞納保険料につき本件請負債権

に対する差押えがされたことは認められる（乙６の２）が、その後Ｂが同滞納保険料を支払

ったことが窺われる上（丙１２参照）、被告が差押債権者である堺東年金事務所の差押えと

の関係で弁済等が禁止されるにとどまり、債権者であるＢに対する弁済等が禁止されるわけ

ではないから（民法４８１条参照）、上記差押えがあったとしても、被告による弁済等が一

律に無効になるわけではない。したがって、この点についての原告の主張は理由がない。 

（４）以上により、被告がＢのために支払ったといえる金額は合計１１６９万５４８３円となる。 

そして、上記金額について、被告がＢに清算を求めるなどして回収を図ることなく、自ら

負担することを了承したなど特段の事情は認められないことから、将来的にＢが被告に対し

て支払うべき金員であったということができ、したがって、上記金額の限度で、被告が本件

請負債権を一部弁済したと認める。 

３ 争点（３）（相殺の可否（自働債権である立替金債権の有無・内容））について 

上記２で検討したもの以外に相殺の対象として認めるべき自働債権はない。 

４ 以上によれば、原告の請求は１７０７万７１１７円及び遅延損害金の支払を求める限度で理

由があるからこれを認容し、その余は理由がないからこれを棄却することとし、主文のとおり

判決する。 

大阪地方裁判所堺支部第１民事部 

裁判官 蛯名 日奈子 
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別紙１～４ 省略 


